
月尾嘉男 ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 

1 

気候正義 （ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 ２０１９．１０．３） 

 

 今日は環境問題後進国日本について考えてみたいと思います。 

 先月２３日にニューヨークの国連本部で開催された「気候行動サミット」で日本は

まったく存在感がありませんでした。 

 これまで２００９年と２０１４年に開催された「気候変動サミット」から今回は「気

候行動サミット」と名前が変更されました。 

 そのため具体的な政策を発表できる国だけに発言の機会を与えるという進行にな

り、６０カ国以上の首脳が演説をしましたが、アメリカのトランプ大統領は１５分間

ほど顔を見せたものの演説はせず、日本の安倍首相は日程調整ができないという理由

で出席せず、さらに世界最大の石炭輸出国であるオーストラリアのモリソン首相も参

加せず、これらの国は存在感がありませんでした。 

 安倍首相の代理で出席した小泉環境大臣は記者会見で「今日から日本は変わる」と

か「環境問題は楽しく、格好良く、セクシーに」という意味不明の発言をし、周囲か

ら不思議がられる始末でした。 

 さらに３日前の９月２０日には世界１６０カ国以上の若者約４００万人がそれぞ

れの国で気候ストライキをしましたが、日本は東京で参加した２８００人を含め２３

都道府県で約５０００人が街頭行進をした程度で、若者も関心が薄い国という印象で

した。 

 

 確かに今年の夏はフランスやスペインの一部で４１度を超える高温になり、ヨーロ

ッパ諸国の関心が高いのは理解できますが、日本でも新潟県上越市で４０度になって

おり、他人事ではないにもかかわらず、あまり切迫感がなさそうです。 

 この温暖化の主要な原因が化石燃料の使用で、とりわけ石炭が大きく影響するので、

それへの対策を明確にしている国だけが演説を許されました。 

 ２０１５年の数字ですが、トランプ大統領が顔だけ出したアメリカは石炭の利用比

率が３３％、首相が会議を欠席したオーストラリアは６２％、同様に首相が欠席した

日本は３２％で、解決策が発表できなかったのです。 

 中国は石炭の比率が７０％で、世界最大の二酸化炭素排出国ですが、王毅（わんい

ー）外相は再生可能エネルギーの大量導入に取り組むと発言する一方、先進国が温暖

化ガスの削減を進めるべきだという見解を発表し、責任転嫁をしています。 

 

 中国に比べると、日本はある意味で正直ですが、若者の気候ストライキをはじめと

して、環境問題に積極的ではないと外から見られています。 

 それを示す一つの例がＥＳＧ投資です。 

 Ｅはエンバイロメントで環境問題、Ｓはソーシャルで社会問題、Ｇはガバナンスで

企業統治の頭文字を集めた言葉ですが、これからの社会では企業は利益を上げるだけ

ではなく、環境問題を解決することを目指す（Ｅ）、ＬＧＢＴをはじめダイバーシティ
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や育児休暇などワークライフバランスを推進する経営をする（Ｓ）、そして企業の不

祥事に迅速に対応し、独立した社外取締役が経営を監視するなど企業統治を確実にす

る（Ｇ）という意味です。 

 そして、このような活動に熱心な企業に投資をするというのがＥＳＧ投資なのです。 

 世界持続投資協会（ＧＳＩＡ）が調査したＥＳＧ投資の金額の統計によると、２０

１４年には世界全体で１８００兆円でしたが、２０１６年には２３００兆円、昨年の

２０１８年には３１００兆円と年率１６％で増加しており、世界の投資金額の４割近

くが環境問題や社会問題を解決することに貢献している企業に投資されています。 

 ところが日本は大きく出遅れて、２０１４年には世界全体のＥＳＧ投資の０・０

４％、１６年には２・１％、２０１８年には７・１％です。 

 最近、急速に増加しているとはいえ、ヨーロッパの５９％、５３％、４６％という

比率と比較すると、ＧＤＰの規模に比例させてもまだまだという状態です。 

 

 その背景はいくつかありますが、第一は先ほどもご紹介したように、ヨーロッパで

は温暖化問題が切実な状態になっている現実があります。 

 このサミットが開催される前日の９月２２日に、スイスのアルプスの標高２６００

メートルほどのピゾール氷河を見渡す丘の上で黒い服を着た２００人ほどの人々が

集まり、ピゾール運河に別れを告げる会が開かれました。 

 スイスでは、これまで記録されているだけで５００以上の氷河が消滅しており、こ

の氷河も１２０年前には厚さ１００メートル以上あったのですが、現在では２メート

ルから５メートルほどになってしまし、間も無く消えてしまうことを国連の会議の前

に訴えたという行事でした。 

 

 第二は、このような選択的な投資をするということに、アメリカやヨーロッパでは

日本よりもはるかに長い歴史があるということです。 

 １９２０年代にキリスト教会が資産運用をするときにはタバコ、アルコール、ギャ

ンブルなど教義に反する業種の企業を投資対象から外すと決め、これをＳＲＩ（ソー

シャル・レスポンシビリティ・インヴェストメント：社会責任投資）と名付けたのが

最初です。 

 さらに１９６０年代になり、アメリカで公民権運動、ベトナム戦争への反戦運動、

人種隔離に反対する反アパルトヘイト運動などが発生すると、ナパーム爆弾を製造し

ている企業に製造中止を要求する株主提案が提出されるようにもなり、企業は利益を

あげればいいという風潮に逆風が吹き始めました。 

 そして１９９０年代になってＥＳＧ投資が登場し、１９９７年に京都議定書が採択

されたことにより、環境問題は一気に世界の最大課題になってきました。 

 

 今回の気候行動サミットで演説した１６歳のグレタ・トゥンベリさんは母親がオペ

ラ歌手、父親が俳優、祖父が俳優兼監督という家族の影響もあり、やや芝居がかった
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演説であったことは確かですが、未来の中心となる世代から、これまでの中心であっ

た世代への強烈な異議申し立てでした。 

 これまで中心であった去りゆく世代は、この演説に対応する責任があると思います

が、その一つの手段がＥＳＧ投資によって利益一本槍の経済活動を転換させていくこ

とだと思います。 

 最近、「気候正義（クライメート・ジャスティス）」という言葉が登場しています。

世界の豊かな１０％の人々が温室効果ガスの５０％を排出し、貧しい５０％に人々が

温室効果ガスの１０％を排出しているという非対称な関係にあり、この不公正を是正

していくことが気候正義です。 

 したがって豊かな１０％の人々が責任を持って解決していく必要があるというこ

とになりますが、今回の気候行動サミットでの日本の立場やＥＳＧ投資への反応の鈍

さなど、日本はアメリカとともに世界の潮流から取り残されています。 

 環境大臣をはじめ政治家に期待するのではなく、それぞれの決意で若者世代からの

批判に応答する必要があると思います。 

 


